
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 113.0 123.0 133.0 127.0 目標値 80.0 80.0 80.0 80.0

取組目標値 取組目標値

実績値 103.0 実績値 89.1

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④今年度末の施策目的の達成度予測

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

更新日：

事務事業所管部局長
（幹事部局） 健康福祉部長　藤間博之 0852-22-6320

里親登録数（累計）
世帯 就業支援により就職に結

びついたひとり親世帯の
割合（年間）

①施策の目的等

施策の名称

施策評価シート 評価実施年度： 平成２８年度

％以上

施策Ⅱー４ー４　子育て福祉の充実

２８年度の施策目的
の達成度予測

Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる（見直す
点がある）
Ｃ達成は困難

・市町村の児童相談支援体制の充実を図るための研修の実施等、社会的養護を必要とする児童の適切な保護や養育環境を整
備している。
・ひとり親家庭の自立支援に向けた取組みを推進しており、これまで80％程度の数値を維持している。
・複雑・困難化している児童相談の内容に適切に対応できるよう市町村と相談支援体制を整備していく必要がある。

B

判断 その理由

目的
○虐待を受けているなど保護が必要な子どもやその家庭への相談・支援体制を充実し、子ども達の権利を守り、社会への自立に向けた支援を進めるとともに、
ひとり親家庭等の生活・経済面での自立支援を進めます。

数値目標

○平成27年度の児童相談件数は、児童相談所２，５３１件、市町村８２１件、新規児童虐待認定件数は、２６２件で、年度ごとの変動はあるもののほ
ぼ横ばいの状態で推移している。
○Ｈ27年3月に「島根県社会的養護体制推進計画」を策定し、「家庭的養護の推進」「専門的ケアの充実及び人材の確保・育成」「自立支援の充実」
などを柱とした今後の方向性を定め、施設の小規模化などを計画的に推進している。（H28.4.1現在：里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託41人、乳児院15人、児童
自立支援施設18人、児童養護施設127人、情緒障害児短期治療施設18人）
○ひとり親家庭の自立支援については、県母子会・市町村・ハローワーク等労働関係機関や民間企業との連携によるきめ細やかで継続的な就労支援に
より、平成27年度は、県の母子父子自立支援センターの支援で41人が、国の生活保護受給者等就労自立促進事業で１49人が就業につながった。ま
た、厳しい雇用情勢を背景に、母子父子寡婦福祉資金利用者は毎年900人前後、貸付額は４．５億円程度が続いており、中でも子の進学関係の貸付が
件数、金額ともに9割を超えている。

定性目標
平成28年度～平成31年度

　

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

○里親登録数については、平成２７年度末で１０３世帯となった。（今後、毎年１０世帯の増を目標とするが、平成３１年度は５年に１度の更新年度
にあたり、更新をしない里親も見込まれることから平成３１年度における目標値を１２７世帯とした。）
〇ひとり親家庭の自立支援については、平成27年度は、無料職業紹介を行った２６人のうちの２１人が、また、自立支援プログラムを策定した２０人
すべてが就業につながり、就業支援により就職に結びついた割合は、８９．１％（４１／４６人）となった。計画策定時の過去の実績（平成23～２６
年度）の平均が７９％であったことから、現状以上である８０％以上を目指す。

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・デー
タなどに基づいた施
策の現状や取組状
況）

数値目標

2017/1/17 17:43

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

①児童相談については、複雑・困難化している相談内容に適切に対応するため、平成28年6月に公布された改正児童福祉法に基づき、児童相談所と市
町村との役割分担や連携を明確にするとともに、それぞれの機能を一層充実強化していく必要がある。また、児童虐待の防止、早期発見・対応にむ
け、引き続き県民に対する啓発を行うとともに関係機関と連携していく必要がある。
②社会的養護については、平成２７年３月に策定した「島根県社会的養護体制推進計画」に基づき、家庭的養護の推進、被虐待児や発達障がいを有す
る児童など特性に応じたケア体制の充実、処遇環境の整備等を行っていく必要がある。
③社会的養護が必要な児童をできるだけ家庭的な環境の中で養育するため里親委託を促進することとしているが、そのためには里親登録数を増やして
いくとともに、広く県民に対して里親に対する理解を求めていく必要がある。また、里親の孤立感や負担感を軽減させるため、里親支援を充実する必
要がある。
④ひとり親家庭の自立支援については、厳しい経済・雇用情勢が続く中、生活安定や就業に結び付くよう、関係機関との連携強化を図る必要がある。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・児童相談については、引き続き、専門職員の計画的な採用や研修の充実により、児童相談所の相談支援機能の強化を図っていく。
　また、児童福祉法の改正を受け、各市町村がその役割を適切に行うことができるよう、市町村職員及び要保護児童対策地域協議会構成員を対象とし
た市町村職員等専門研修などを引き続き実施し、専門性の向上を図るとともに、各市町村の実情に応じた支援を行い、市町村の相談支援体制の強化を
図る。
　児童虐待防止に向けては、引き続き県民に対する啓発を行うとともに、虐待の早期発見・対応に向けて関係機関と連携していく。
・社会的養護については、平成27年３月に策定した「島根県社会的養護体制推進計画」に基づき、里親委託の推進、施設の小規模化・地域分散化、児
童の特性に応じたケア体制の充実などを計画的に推進していく。
・里親については、里親委託促進に向けて里親登録数を増やすため、里親会、児童相談所、市町村などの関係機関が連携し、里親制度の普及・啓発を
行う。
　また、里親の孤立感や負担感を軽減させるため、里親に対する支援体制を強化し、相談支援や交流会、養育知識・技術の向上に向けた専門研修の実
施など里親支援の充実を図る。
・ひとり親家庭の自立支援については、生活安定や就業を促進するため、各種支援制度を周知するとともに、就業相談支援員と各市町村母子父子自立
支援員、ハローワークなど関係機関との情報共有や連携強化を図っていく。



（単位：千円）

1
子どもと家庭相談体制整備事
業

身近なところで相談できるとともに、適切な支援が受けられる。 62,847 56,945
青少年家庭
課

2 子どもと家庭特定支援事業 児童の心身や養育上の問題を軽減する。 119,967 143,480
青少年家庭
課

3 施設入所児童支援事業 施設において保護・養育を行う。 1,341,463 1,189,613
青少年家庭
課

4 里親委託児童支援事業 個別的な生活支援・自立支援を行うことができる家庭的環境での養育を受ける。 85,502 101,518
青少年家庭
課

5 母子家庭等自立支援事業 自立の促進と生活の安定を図る。 8,130 179,669
青少年家庭
課

6 母子家庭等経済支援事業 自立の促進と生活の安定を図る。 111,554 149,698
青少年家庭
課
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施策Ⅱー４ー４　子育て福祉の充実施策の名称

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

所管課名
前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費


